
計 247

自己点検
（使途の把握水
準や見直しの余

地等）

　犯罪死体及びその疑いがある死体の死因究明については、引き続き実施する必要がある。
本経費は、対象事件の発生の多寡等によって所要額が左右されるものであるが、犯罪情勢を勘案し、適正な予算積
算に努めているところであり、今後も引き続き実施することとしている。

資金の流れ
／

費目・使途
別紙のとおり

A.　大阪府警察

費　目 使　途
金　額
(百万円）

予算配賦 247

総事業費(執行ベース) 1,222 1,411 1,742

執行率 100% 100% 100%

執行額 1,222 1,411 1,742

23年度要求

予算額(補正後） 1,222 1,411 1,742 1,321 1,340

事業概要
（5行程度以内）

犯罪死体（死亡が犯罪によることが明らかな死体）及びその疑いがある死体について、警察において検証・実況見分
や検視を行った上、大学の法医学教室に嘱託して司法解剖を行うものである。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

警察法第37条第１項第４号
警察法施行令第２条第４号

関係する計
画、通知等

－

担当部局庁 警察庁 担当課室 犯罪鑑識官
犯罪鑑識官
相浦　勇二

会計区分 一般会計 上位事業 犯罪鑑識

行政事業レビューシート　サブシート

事業番号 当初　１７－１

予算事業名 司法解剖等の実施
事業開始
年度

－ 作成責任者

実施状況
犯罪死体及びその疑いがある死体についての司法解剖及びそれに伴う各種検査を実施し、これらに要する経費を支
出した。

司法解剖等に要する経費



【事業番号１７－１】

司法解剖等の実施 資金の流れ

警察庁
1,742百万円

大阪府警察

247百万円

都道府県警察に、司法解剖等
に要する予算を配賦。

【予算配賦】

都道府県警察（50機関）

1,495百万円

Ａ.都道府県警察

B.医師等（212人）
54百万円

司法解剖等を実施。

司法解剖等を委託し
た医師等に謝金を支
出。

＜諸謝金＞

C.大学等（5機関）
193百万円

各種検査等を実施。

＜委託＞
【各種検査費】



【Ａ．上位１０者の支出先】

支出先 内　容
金　額
(百万円）

支出先 内　容
金　額
(百万円）

大阪府警察 予算配賦 247 福岡県警察 予算配賦 70

神奈川県警察 予算配賦 90 埼玉県警察 予算配賦 59

茨城県警察 予算配賦 86 岡山県警察 予算配賦 56

千葉県警察 予算配賦 85 愛知県警察 予算配賦 56

兵庫県警察 予算配賦 73 和歌山県警察 予算配賦 55

B.　医師等 【Ｂ.上位１０者の支出先】

費　目 使　途
金　額
(百万円）

支出先 内　容
金　額
(百万円）

諸謝金 司法解剖に伴う各種謝金 54

計 54

Ｃ.　公立大学法人大阪市立大学 【Ｃ.上位１０者の支出先】

費　目 使　途
金　額
(百万円）

支出先 内　容
金　額
(百万円）

委託費 司法解剖に伴う検査費用 75
公立大学法人
大阪市立大学

司法解剖に伴う各種検査委託
ほか

75

近畿大学
司法解剖に伴う各種検査委託
ほか

52

国立大学法人
大阪大学

司法解剖に伴う各種検査委託
ほか

33

関西医科大学
司法解剖に伴う各種検査委託
ほか

11

学校法人
大阪医科大学

司法解剖に伴う各種検査委託
ほか

10

計 75

費　目 使　途
金　額
(百万円）

支出先 内　容
金　額
(百万円）

Ａブロック以外
の支出先等
（１枚目に収ま
らない場合）

計 0
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